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マクリーン事件 
最大判昭和 53年 10月 4日民集 32巻 7号 1223頁 
在留期間更新不許可処分取消請求事件 

〈事件〉 
アメリカ合衆国国籍を有する外国人である X（ロナルド・アラン・マクリーン）は、1969（昭
和 44）年 5月 10日、在留期間を 1年とする上陸許可を得て入国した。入国後、Xは、英語教師
として就職したが無届で職場を変わり、ベトナム戦争反対、出入国管理法反対、日米安保条約反

対などのデモや集会に参加した。1970（昭和 45）年 5月 1日、Xが 1年間の在留期間の更新を
申請したところ、Y（法務大臣）は、同年 8月 10日、出国準備期間として 9月 7日まで 120日
間の在留期間の更新を許可した。その後、Xはさらに 1年間の在留期間の更新を申請したが、同
年 9月 5日付で、Yは 7日以降の更新を許可しなかった。そこで、Xは、この処分を不服として
その取消しを求めて出訴し、同時に処分の執行停止を申し立てた。 
第 1審は、在留外国人の政治活動が在留期間更新の不許可事由にあたるとするためには、外国

人の上陸拒否事由を定める出入国管理令（現在の出入国管理及び難民認定法）5 条 1 項 11 号な
いし 14号に準ずる事由がなければならないとし、Yの不許可処分を取り消した（東京地判昭和
48年 3月 27日判時 702号 46頁）。控訴審は、在留期間更新の許否につき Yの自由な裁量による
判断を認め、第 1 審判決を取り消し、X の請求を棄却した（東京高判昭和 50 年 9 月 25 日判時
792号 11頁）。Xは、これを不服として上告した。 
 
〈判旨〉 
上告棄却 
「憲法二二条一項は、日本国内における居住・移転の自由を保障する旨を規定するにとどまり、

外国人がわが国に入国することについてはなんら規定していないものであり、このことは、国際

慣習法上、国家は外国人を受け入れる義務を負うものではなく、特別の条約がない限り、外国人

を自国内に受け入れるかどうか、また、これを受け入れる場合にいかなる条件を付するかを、当

該国家が自由に決定することができるものとされていることと、その考えを同じくするものと解

される……。したがつて、憲法上、外国人は、わが国に入国する自由を保障されているものでな

いことはもちろん、所論のように在留の権利ないし引き続き在留することを要求しうる権利を保

障されているものでもないと解すべきである。そして、上述の憲法の趣旨を前提として、法律と

しての効力を有する出入国管理令は、外国人に対し、一定の期間を限り……特定の資格によりわ

が国への上陸を許すこととしているものであるから、上陸を許された外国人は、その在留期間が

経過した場合には当然わが国から退去しなければならない。もつとも、出入国管理令は、当該外

国人が在留期間の延長を希望するときには在留期間の更新を申請することができることとして

いるが……、その申請に対しては法務大臣が「在留期間の更新を適当と認めるに足りる相当の理

由があるときに限り」これを許可することができるものと定めている……のであるから、出入国

管理令上も在留外国人の在留期間の更新が権利として保障されているものでないことは、明らか

である。 
右のように出入国管理令が原則として一定の期間を限つて外国人のわが国への上陸及び在留

を許しその期間の更新は法務大臣がこれを適当と認めるに足りる相当の理由があると判断した

場合に限り許可することとしているのは、法務大臣に一定の期間ごとに当該外国人の在留中の状

況、在留の必要性・相当性等を審査して在留の許否を決定させようとする趣旨に出たものであり、

そして、在留期間の更新事由が概括的に規定されその判断基準が特に定められていないのは、更

新事由の有無の判断を法務大臣の裁量に任せ、その裁量権の範囲を広汎なものとする趣旨からで

あると解される。すなわち、法務大臣は、在留期間の更新の許否を決するにあたつては、外国人

に対する出入国の管理及び在留の規制の目的である国内の治安と善良の風俗の維持、保健・衛生

の確保、労働市場の安定などの国益の保持の見地に立つて、申請者の申請事由の当否のみならず、

当該外国人の在留中の一切の行状、国内の政治・経済・社会等の諸事情、国際情勢、外交関係、

国際礼譲など諸般の事情をしんしやくし、時宜に応じた的確な判断をしなければならないのであ

るが、このような判断は、事柄の性質上、出入国管理行政の責任を負う法務大臣の裁量に任せる

のでなければとうてい適切な結果を期待することができないものと考えられる。このような点に
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かんがみると、出入国管理令二一条三項所定の「在留期間の更新を適当と認めるに足りる相当の

理由」があるかどうかの判断における法務大臣の裁量権の範囲が広汎なものとされているのは当

然のことであつて、所論のように上陸拒否事由又は退去強制事由に準ずる事由に該当しない限り

更新申請を不許可にすることは許されないと解すべきものではない。」 
「上告人の在留期間更新申請に対し被上告人が更新を適当と認めるに足りる相当な理由があ

るものとはいえないとしてこれを許可しなかつたのは、上告人の在留期間中の無届転職と政治活

動のゆえであつたというのであり、原判決の趣旨に徴すると、なかでも政治活動が重視されたも

のと解される。 
思うに、憲法第三章の諸規定による基本的人権の保障は、権利の性質上日本国民のみをその対

象としていると解されるものを除き、わが国に在留する外国人に対しても等しく及ぶものと解す

べきであり、政治活動の自由についても、わが国の政治的意思決定又はその実施に影響を及ぼす

活動等外国人の地位にかんがみこれを認めることが相当でないと解されるものを除き、その保障

が及ぶものと解するのが、相当である。しかしながら、……外国人の在留の許否は国の裁量にゆ

だねられ、わが国に在留する外国人は、憲法上わが国に在留する権利ないし引き続き在留するこ

とを要求することができる権利を保障されているものではなく、ただ、出入国管理令上法務大臣

がその裁量により更新を適当と認めるに足りる相当の理由があると判断する場合に限り在留期

間の更新を受けることができる地位を与えられているにすぎないものであり、したがつて、外国

人に対する憲法の基本的人権の保障は、右のような外国人在留制度のわく内で与えられているに

すぎないものと解するのが相当であつて、在留の許否を決する国の裁量を拘束するまでの保障、

すなわち、在留期間中の憲法の基本的人権の保障を受ける行為を在留期間の更新の際に消極的な

事情としてしんしやくされないことまでの保障が与えられているものと解することはできない。

在留中の外国人の行為が合憲合法な場合でも、法務大臣がその行為を当不当の面から日本国にと

つて好ましいものとはいえないと評価し、また、右行為から将来当該外国人が日本国の利益を害

する行為を行うおそれがある者であると推認することは、右行為が上記のような意味において憲

法の保障を受けるものであるからといつてなんら妨げられるものではない。 
前述の上告人の在留期間中のいわゆる政治活動は、その行動の態様などからみて直ちに憲法の

保障が及ばない政治活動であるとはいえない。しかしながら、上告人の右活動のなかには、わが

国の出入国管理政策に対する非難行動、あるいはアメリカ合衆国の極東政策ひいては日本国とア

メリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約に対する抗議行動のようにわが国の基本的な

外交政策を非難し日米間の友好関係に影響を及ぼすおそれがないとはいえないものも含まれて

おり、被上告人が、当時の内外の情勢にかんがみ、上告人の右活動を日本国にとつて好ましいも

のではないと評価し、また、上告人の右活動から同人を将来日本国の利益を害する行為を行うお

それがある者と認めて、在留期間の更新を適当と認めるに足りる相当の理由があるものとはいえ

ないと判断したとしても、その事実の評価が明白に合理性を欠き、その判断が社会通念上著しく

妥当性を欠くことが明らかであるとはいえず、他に被上告人の判断につき裁量権の範囲をこえ又

はその濫用があつたことをうかがわせるに足りる事情の存在が確定されていない本件において

は、被上告人の本件処分を違法であると判断することはできないものといわなければならない。

また、被上告人が前述の上告人の政治活動をしんしやくして在留期間の更新を適当と認めるに足

りる相当の理由があるものとはいえないとし本件処分をしたことによつて、なんら所論の違憲の

問題は生じないというべきである。」 
 
 
定住外国人地方参政権事件 

最判平成 7年 2月 28日民集 49巻 2号 639頁 
選挙人名簿不登録処分に対する異議の申出却下決定取消請求事件 

 
〈事件〉 

X（金正圭）ほか 8名は、いずれも日本で生まれ日本で育ち日本に生活の本拠を置いている永
住資格を有する在日韓国人である。Xらは、定住外国人は憲法上地方公共団体における選挙権を
保障されているはずであるから、自分たちが選挙人名簿に登録されていないのは不当であるとし
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て、1990（平成 2）年 9月に、大阪市北区選挙管理委員会に対して、選挙人名簿に登録すること
を求める異議の申出をした。これに対して、選挙管理委員会が却下の決定をしたため、Xらは、
その却下決定の取消しを求めて訴えを提起したところ、その請求が棄却された（大阪地判平成 5
年 6月 29日判タ 825号 134頁）ため、公職選挙法 25条 3項に基づき最高裁判所に上告した。 
 
〈判旨〉 
上告棄却 
「憲法一五条一項にいう公務員を選定罷免する権利の保障が我が国に在留する外国人に対し

ても及ぶものと解すべきか否かについて考えると、憲法の右規定は、国民主権の原理に基づき、

公務員の終局的任免権が国民に存することを表明したものにほかならないところ、主権が「日本

国民」に存するものとする憲法前文及び一条の規定に照らせば、憲法の国民主権の原理における

国民とは、日本国民すなわち我が国の国籍を有する者を意味することは明らかである。そうとす

れば、公務員を選定罷免する権利を保障した憲法一五条一項の規定は、権利の性質上日本国民の

みをその対象とし、右規定による権利の保障は、我が国に在留する外国人には及ばないものと解

するのが相当である。そして、地方自治について定める憲法第八章は、九三条二項において、地

方公共団体の長、その議会の議員及び法律の定めるその他の吏員は、その地方公共団体の住民が

直接これを選挙するものと規定しているのであるが、前記の国民主権の原理及びこれに基づく憲

法一五条一項の規定の趣旨に鑑み、地方公共団体が我が国の統治機構の不可欠の要素を成すもの

であることをも併せ考えると、憲法九三条二項にいう「住民」とは、地方公共団体の区域内に住

所を有する日本国民を意味するものと解するのが相当であり、右規定は、我が国に在留する外国

人に対して、地方公共団体の長、その議会の議員等の選挙の権利を保障したものということはで

きない。」 
「このように、憲法九三条二項は、我が国に在留する外国人に対して地方公共団体における選

挙の権利を保障したものとはいえないが、憲法第八章の地方自治に関する規定は、民主主義社会

における地方自治の重要性に鑑み、住民の日常生活に密接な関連を有する公共的事務は、その地

方の住民の意思に基づきその区域の地方公共団体が処理するという政治形態を憲法上の制度と

して保障しようとする趣旨に出たものと解されるから、我が国に在留する外国人のうちでも永住

者等であってその居住する区域の地方公共団体と特段に緊密な関係を持つに至ったと認められ

るものについて、その意思を日常生活に密接な関連を有する地方公共団体の公共的事務の処理に

反映させるべく、法律をもって、地方公共団体の長、その議会の議員等に対する選挙権を付与す

る措置を講ずることは、憲法上禁止されているものではないと解するのが相当である。しかしな

がら、右のような措置を講ずるか否かは、専ら国の立法政策にかかわる事柄であって、このよう

な措置を講じないからといって違憲の問題を生ずるものではない。…… 
以上検討したところによれば、地方公共団体の長及びその議会の議員の選挙の権利を日本国民

たる住民に限るものとした地方自治法一一条、一八条、公職選挙法九条二項の各規定が憲法一五

条一項、九三条二項に違反するものということはできず、その他本件各決定を維持すべきものと

した原審の判断に憲法の右各規定の解釈の誤りがあるということもできない。所論は、地方自治

法一一条、一八条、公職選挙法九条二項の各規定に憲法一四条違反があり、そうでないとしても

本件各決定を維持すべきものとした原審の判断に憲法一四条及び右各法令の解釈の誤りがある

旨の主張をもしているところ、右主張は、いずれも実質において憲法一五条一項、九三条二項の

解釈の誤りをいうに帰するものであって、右主張に理由がない」。 
 
 
八幡製鉄事件 

最大判昭和 45年 6月 24日民集 24巻 6号 625頁 
取締役の責任追及請求事件 

 
〈事件〉 

A（八幡製鉄株式会社、現在の新日本製鉄株式会社）は、1960（昭和 35）年 3月 14日、B（自
由民主党）に対しに 350万円の政治資金を寄附したが、これにつき、Aの株主である X（有田勉
三郎）は、この政治資金寄附行為が、Aの定款の規定する所定事業目的の範囲外の行為であり、

3 



Seminar Constitutional Law 2005   
Keio University SFC 

商法 266条 1項 5号の「法令又ハ定款ニ違反スル行為」に該当し、商法 254条ノ 2（現 254条ノ
3）に規定する取締役の忠実義務に違反する行為であるとして、Aの取締役 Y（小島新一）らに
対し、Aに代位して損害賠償を求める訴えを提起した。 
第 1審は、民主政治では政党は常に反対政党の存在を前提するから、政党に対する献金は、災

害救援や善意の寄附と異なり、総株主の同意を期待できる行為ではないとして、Yらの損害賠償
責任を認めた（東京地判昭和 38年 4月 5日判時 330号 29頁）。控訴審は、代議制民主制の下で
政党が公的性格をもつ不可欠の存在であり、その活動には巨額の政治資金を必要とするが、その

寄附も公の目的のための政治活動を助成するという公的性格をもち、当然に会社の目的の範囲に

属する行為であるとし、第 1審判決を取り消し、Xの請求を棄却した（東京高判昭和 38年 4月
5日判時 433号 9頁）。そこで、Xが上告した。 
 
〈判旨〉 
上告棄却 
「訴外八幡製鉄株式会社は、その定款において、「鉄鋼の製造および販売ならびにこれに附帯

する事業」を目的として定める会社であるが、同会社の代表取締役であつた被上告人両名は、昭

和三五年三月一四日、同会社を代表して、自由民主党に政治資金三五〇万円を寄附したものであ

るというにあるところ、論旨は、要するに、右寄附が同会社の定款に定められた目的の範囲外の

行為であるから、同会社は、右のような寄附をする権利能力を有しない、というのである。 
会社は定款に定められた目的の範囲内において権利能力を有するわけであるが、目的の範囲内

の行為とは、定款に明示された目的自体に限局されるものではなく、その目的を遂行するうえに

直接または間接に必要な行為であれば、すべてこれに包含されるものと解するのを相当とする。

そして必要なりや否やは、当該行為が目的遂行上現実に必要であつたかどうかをもつてこれを決

すべきではなく、行為の客観的な性質に即し、抽象的に判断されなければならないのである」。 
「ところで、会社は、一定の営利事業を営むことを本来の目的とするものであるから、会社の

活動の重点が、定款所定の目的を遂行するうえに直接必要な行為に存することはいうまでもない

ところである。しかし、会社は、他面において、自然人とひとしく、国家、地方公共団体、地域

社会その他……の構成単位たる社会的実在なのであるから、それとしての社会的作用を負担せざ

るを得ないのであつて、ある行為が一見定款所定の目的とかかわりがないものであるとしても、

会社に、社会通念上、期待ないし要請されるものであるかぎり、その期待ないし要請にこたえる

ことは、会社の当然になしうるところであるといわなければならない。そしてまた、会社にとつ

ても、一般に、かかる社会的作用に属する活動をすることは、無益無用のことではなく、企業体

としての円滑な発展を図るうえに相当の価値と効果を認めることもできるのであるから、その意

味において、これらの行為もまた、間接ではあつても、目的遂行のうえに必要なものであるとす

るを妨げない。災害救援資金の寄附、地域社会への財産上の奉仕、各種福祉事業への資金面での

協力などはまさにその適例であろう。会社が、その社会的役割を果たすために相当な程度のかか

る出捐をすることは、社会通念上、会社としてむしろ当然のことに属するわけであるから、毫も、

株主その他の会社の構成員の予測に反するものではなく、したがつて、これらの行為が会社の権

利能力の範囲内にあると解しても、なんら株主等の利益を害するおそれはないのである。」 
「憲法は政党について規定するところがなく、これに特別の地位を与えてはいないのであるが、

憲法の定める議会制民主主義は政党を無視しては到底その円滑な運用を期待することはできな

いのであるから、憲法は、政党の存在を当然に予定しているものというべきであり、政党は議会

制民主主義を支える不可欠の要素なのである。そして同時に、政党は国民の政治意思を形成する

最も有力な媒体であるから、政党のあり方いかんは、国民としての重大な関心事でなければなら

ない。したがつて、その健全な発展に協力することは、会社に対しても、社会的実在としての当

然の行為として期待されるところであり、協力の一態様として政治資金の寄附についても例外で

はないのである。論旨のいうごとく、会社の構成員が政治的信条を同じくするものでないとして

も、会社による政治資金の寄附が、特定の構成員の利益を図りまたその政治的志向を満足させる

ためでなく、社会の一構成単位たる立場にある会社に対し期待ないし要請されるかぎりにおいて

なされるものである以上、会社にそのような政治資金の寄附をする能力がないとはいえないので

ある。……要するに、会社による政治資金の寄附は、客観的、抽象的に観察して、会社の社会的
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役割を果たすためになされたものと認められるかぎりにおいては、会社の定款所定の目的の範囲

内の行為であるとするに妨げないのである。」 
「論旨は、要するに、株式会社の政治資金の寄附が、自然人である国民にのみ参政権を認めた

憲法に反し、したがつて、民法九〇条に反する行為であるという。 
憲法上の選挙権その他のいわゆる参政権が自然人たる国民にのみ認められたものであること

は、所論のとおりである。しかし、会社が、納税の義務を有し自然人たる国民とひとしく国税等

の負担に任ずるものである以上、納税者たる立場において、国や地方公共団体の施策に対し、意

見の表明その他の行動に出たとしても、これを禁圧すべき理由はない。のみならず、憲法第三章

に定める国民の権利および義務の各条項は、性質上可能なかぎり、内国の法人にも適用されるも

のと解すべきであるから、会社は、自然人たる国民と同様、国や政党の特定の政策を支持、推進

しまたは反対するなどの政治的行為をなす自由を有するのである。政治資金の寄附もまさにその

自由の一環であり、会社によつてそれがなされた場合、政治の動向に影響を与えることがあつた

としても、これを自然人たる国民による寄附と別異に扱うべき憲法上の要請があるものではない。

論旨は、会社が政党に寄附をすることは国民の参政権の侵犯であるとするのであるが、政党への

寄附は、事の性質上、国民個々の選挙権その他の参政権の行使そのものに直接影響を及ぼすもの

ではないばかりでなく、政党の資金の一部が選挙人の買収にあてられることがあるにしても、そ

れはたまたま生ずる病理的現象に過ぎず、しかも、かかる非違行為を抑制するための制度は厳と

して存在するのであつて、いずれにしても政治資金の寄附が、選挙権の自由なる行使を直接に侵

害するものとはなしがたい。会社が政治資金寄附の自由を有することは既に説示したとおりであ

り、それが国民の政治意思の形成に作用することがあつても、あながち異とするには足りないの

である。所論は大企業による巨額の寄附は金権政治の弊を産むべく、また、もし有力株主が外国

人であるときは外国による政治干渉となる危険もあり、さらに豊富潤沢な政治資金は政治の腐敗

を醸成するというのであるが、その指摘するような弊害に対処する方途は、さしあたり、立法政

策にまつべきことであつて、憲法上は公共の福祉に反しないかぎり、会社といえども政治資金の

寄附の自由を有するといわざるを得ず、これをもつて国民の参政権を侵害するとなす論旨は採用

のかぎりでない。」 
 

 
猿払事件 

最大判昭和 49年 11月 6日刑集 28巻 9号 393頁 
国家公務員法違反被告事件 

 
〈事件〉 
 北海道宗谷郡猿払村の鬼志別郵便局に勤務する郵政事務官で、猿払地区労働組合協議会事務局

長を勤めていた Y（大沢克己）は、1967（昭和 42）年の衆議院議員選挙に際し、労働組合の地
区協議会の決定に従って、日本社会党を支持する目的で同党公認候補者の選挙用ポスターを自ら

掲示したり、掲示を依頼して配布したりした。この Yの行為が、国家公務員法 102条 1項及び
それに基づく人事院規則 14-7第 5項 3号、6項 13号に違反するとして、国公法 110条 1項 19
号に基づき、Yは起訴された。 
 第 1審は、非管理者である現業公務員が勤務時間外に国の施設を利用することなく、公正を害
する意図を有さずに政治的行為を行なう場合、その弊害は著しく小さいものであり、これに対す

る刑事罰は相当性を欠くとして、Y に無罪を言い渡した（旭川地判昭和 43 年 3 月 25 日下刑集
10巻 3号 293頁）。検察側は、憲法 21条や 31条の解釈の誤りなどを主張して控訴したが、控訴
審でも棄却されたので（札幌高判昭和 44年 6月 24日判時 560号 30頁）、さらに上告した。 
 
〈判旨〉 
原判決破棄・自判（有罪） 
「憲法二一条の保障する表現の自由は、民主主義国家の政治的基盤をなし、国民の基本的人権

のうちでもとりわけ重要なものであり、法律によつてもみだりに制限することができないもので

ある。そして、およそ政治的行為は、行動としての面をもつほかに、政治的意見の表明としての

面をも有するものであるから、その限りにおいて、憲法二一条による保障を受けるものであるこ
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とも、明らかである。」 
「国民の信託による国政が国民全体への奉仕を旨として行われなければならないことは当然

の理であるが、「すべて公務員は、全体の奉仕者であつて、一部の奉仕者ではない。」とする憲法

一五条二項の規定からもまた、公務が国民の一部に対する奉仕としてではなく、その全体に対す

る奉仕として運営されるべきものであることを理解することができる。 
公務のうちでも行政の分野におけるそれは、憲法の定める統治組織の構造に照らし、議会制民

主主義に基づく政治過程を経て決定された政策の忠実な遂行を期し、もっぱら国民全体に対する

奉仕を旨とし、政治的偏向を排して運営されなければならないものと解されるのであつて、その

ためには、個々の公務員が、政治的に、一党一派に偏することなく、厳に中立の立場を堅持して、

その職務の遂行にあたることが必要となるのである。 
すなわち、行政の中立的運営が確保され、これに対する国民の信頼が維持されることは、憲法

の要請にかなうものであり、公務員の政治的中立性が維持されることは、国民全体の重要な利益

にほかならないというべきである。したがつて、公務員の政治的中立性を損うおそれのある公務

員の政治的行為を禁止することは、それが合理的で必要やむをえない限度にとどまるものである

限り、憲法の許容するところであるといわなければならない。」 
「国公法一〇二条一項及び規則による公務員に対する政治的行為の禁止が右の合理的で必要

やむをえない限度にとどまるものか否かを判断するにあたつては、禁止の目的、この目的と禁止

される政治的行為との関連性、政治的行為を禁止することにより得られる利益と禁止することに

より失われる利益との均衡の三点から検討することが必要である。 
……まず、禁止の目的及びこの目的と禁止される行為との関連性について考えると、もし公務

員の政治的行為のすべてが自由に放任されるときは、おのずから公務員の政治的中立性が損われ、

ためにその職務の遂行ひいてはその属する行政機関の公務の運営に党派的偏向を招くおそれが

あり、行政の中立的運営に対する国民の信頼が損われることを免れない。また、公務員の右のよ

うな党派的偏向は、逆に政治的党派の行政への不当な介入を容易にし、行政の中立的運営が歪め

られる可能性が一層増大するばかりでなく、そのような傾向が拡大すれば、本来政治的中立を保

ちつつ一体となつて国民全体に奉仕すべき責務を負う行政組織の内部に深刻な政治的対立を醸

成し、そのため行政の能率的で安定した運営は阻害され、ひいては議会制民主主義の政治過程を

経て決定された国の政策の忠実な遂行にも重大な支障をきたすおそれがあり、このようなおそれ

は行政組織の規模の大きさに比例して拡大すべく、かくては、もはや組織の内部規律のみによつ

てはその弊害を防止することができない事態に立ち至るのである。したがつて、このような弊害

の発生を防止し、行政の中立的運営とこれに対する国民の信頼を確保するため、公務員の政治的

中立性を損うおそれのある政治的行為を禁止することは、まさしく憲法の要請に応え、公務員を

含む国民全体の共同利益を擁護するための措置にほかならないのであつて、その目的は正当なも

のというべきである。また、右のような弊害の発生を防止するため、公務員の政治的中立性を損

うおそれがあると認められる政治的行為を禁止することは、禁止目的との間に合理的な関連性が

あるものと認められるのであつて、たとえその禁止が、公務員の職種・職務権限、勤務時間の内

外、国の施設の利用の有無等を区別することなく、あるいは行政の中立的運営を直接、具体的に

損う行為のみに限定されていないとしても、右の合理的な関連性が失われるものではない。 
次に、利益の均衡の点について考えてみると、民主主義国家においては、できる限り多数の国

民の参加によつて政治が行われることが国民全体にとつて重要な利益であることはいうまでも

ないのであるから、公務員が全体の奉仕者であることの一面のみを強調するあまり、ひとしく国

民の一員である公務員の政治的行為を禁止することによつて右の利益が失われることとなる消

極面を軽視することがあつてはならない。しかしながら、公務員の政治的中立性を損うおそれの

ある行動類型に属する政治的行為を、これに内包される意見表明そのものの制約をねらいとして

ではなく、その行動のもたらす弊害の防止をねらいとして禁止するときは、同時にそれにより意

見表明の自由が制約されることにはなるが、それは、単に行動の禁止に伴う限度での間接的、付

随的な制約に過ぎず、かつ、国公法一〇二条一項及び規則の定める行動類型以外の行為により意

見を表明する自由までをも制約するものではなく、他面、禁止により得られる利益は、公務員の

政治的中立性を維持し、行政の中立的運営とこれに対する国民の信頼を確保するという国民全体

の共同利益なのであるから、得られる利益は、失われる利益に比してさらに重要なものというべ
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きであり、その禁止は利益の均衡を失するものではない。」 
「本件で問題とされている規則五項三号、六項一三号の政治的行為をみると、その行為は、特

定の政党を支持する政治的目的を有する文書を掲示し又は配布する行為であつて、政治的偏向の

強い行動類型に属するものにほかならず、政治的行為の中でも、公務員の政治的中立性の維持を

損うおそれが強いと認められるものであり、政治的行為の禁止目的との間に合理的な関連性をも

つものであることは明白である。 
また、その行為の禁止は、もとよりそれに内包される意見表明そのものの制約をねらいとした

ものではなく、行動のもたらす弊害の防止をねらいとしたものであつて、国民全体の共同利益を

擁護するためのものであるから、その禁止により得られる利益とこれにより失われる利益との間

に均衡を失するところがあるものとは、認められない。したがって、国公法一〇二条一項及び規

則五項三号、六項一三号は、合理的で必要やむをえない限度を超えるものとは認められず、憲法

二一条に違反するものということはできない。」 
「本件行為のような政治的行為が公務員によってされる場合には、当該公務員の管理職・非管

理職の別、現業・非現業の別、裁量権の範囲の広狭などは、公務員の政治的中立性を維持するこ

とにより行政の中立的運営とこれに対する国民の信頼を確保しようとする法の目的を阻害する

点に、差異をもたらすものではない。〔第 1審及び控訴審の〕判決が、個々の公務員の担当する
職務を問題とし、本件被告人の職務内容が裁量の余地のない機械的業務であることを理由として、

禁止違反による弊害が小さいものであるとしている点も、有機的統一体として機能している行政

組織における公務の全体の中立性が問題とされるべきものである以上、失当である。……原判決

の指摘するように、その業務の性質上、機械的労務が重い比重を占めるからといって、そのこと

のゆえに、その種の業務に従事する現業公務員を公務員の政治的中立性について例外視する理由

はない。また、前述のような公務員の政治的行為の禁止の趣旨からすれば、勤務時間の内外、国

の施設の利用の有無、職務利用の有無などは、その政治的行為の禁止の合憲性を判断するうえに

おいては、必ずしも重要な意味をもつものではない。さらに、政治的行為が労働組合活動の一環

としてなされたとしても、そのことが組合員である個々の公務員の政治的行為を正当化する理由

となるものではなく、また、個々の公務員に対して禁止されている政治的行為が組合活動として

行われるときは、組合員に対して統制力をもつ労働組合の組織を通じて計画的に広汎に行われ、

その弊害は一層増大することとなるのであつて、その禁止が解除されるべきいわれは少しもない

のである。」 
「国公法一〇二条一項及び規則による公務員の政治的行為の禁止は、……公務員の政治的中立

性を維持することにより、行政の中立的運営とこれに対する国民の信頼を確保するという国民全

体の重要な共同利益を擁護するためのものである。したがつて、右の禁止に違反して国民全体の

共同利益を損う行為に出る公務員に対する制裁として刑罰をもつて臨むことを必要とするか否

かは、右の国民全体の共同利益を擁護する見地からの立法政策の問題であつて、右の禁止が表現

の自由に対する合理的で必要やむをえない制限であると解され、かつ、刑罰を違憲とする特別の

事情がない限り、立法機関の裁量により決定されたところのものは、尊重されなければならな

い。」 
「国公法の右の罰則を設けたことについて、……その保護法益の重要性にかんがみるときは、

罰則制定の要否及び法定刑についての立法機関の決定がその裁量の範囲を著しく逸脱している

ものであるとは認められない。特に、本件において問題とされる規則五項三号、六項一三号の政

治的行為は、特定の政党を支持する政治的目的を有する文書の掲示又は配布であつて、……政治

的行為の中でも党派的偏向の強い行動類型に属するものであり、公務員の政治的中立性を損うお

それが大きく、このような違法性の強い行為に対して国公法の定める程度の刑罰を法定したとし

ても、決して不合理とはいえず、したがつて、右の罰則が憲法三一条に違反するものということ

はできない。」 
「また、公務員の政治的行為の禁止が国民全体の共同利益を擁護する見地からされたものであ

つて、その違反行為が刑罰の対象となる違法性を帯びることが認められ、かつ、その禁止が、前

述のとおり、憲法二一条に違反するものではないと判断される以上、その違反行為を構成要件と

して罰則を法定しても、そのことが憲法二一条に違反することとなる道理は、ありえない。」 
第 1審及び控訴審の「判決は、たとえ公務員の政治的行為の禁止が憲法二一条に違反しないと
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しても、その行為のもたらす弊害が軽徴なものについてまで一律に罰則を適用することは、同条

に違反するというのであるが、違反行為がもたらす弊害の大小は、とりもなおさず違法性の強弱

の問題にほかならないのであるから、このような見解は、違法性の程度の問題と憲法違反の有為

の問題とを混同するものであつて、失当というほかはない。」 
「原判決は、さらに、規制の目的を達成しうる、より制限的でない他の選びうる手段があると

きは、広い規制手段は違憲となるとしたうえ、被告人の本件行為に対する制裁としては懲戒処分

をもつて足り、罰則までも法定することは合理的にして必要最小限度を超え、違憲となる旨を判

示し」た。「公務員の政治的行為の禁止の違反に対しては、一方で、……、同法一一〇条一項一

九号が刑罰を科する旨を規定するとともに、他方では、同法八二条が懲戒処分を課することがで

きる旨を規定し、さらに同法八五条においては、同一事件につき懲戒処分と刑事訴追の手続を重

複して進めることができる旨を定めている。このような立法措置がとられたのは、同法による懲

戒処分が、もともと国が公務員に対し、……公務員組織の内部秩序を維持するため、その秩序を

乱す特定の行為について課する行政上の制裁であるのに対し、刑罰は、国が統治の作用を営む立

場において、国民全体の共同利益を擁護するため、その共同利益を損う特定の行為について科す

る司法上の制裁であつて、両者がその目的、性質、効果を異にするからにほかならない。そして、

公務員の政治的行為の禁止に違反する行為が、公務員組織の内部秩序を維持する見地から課され

る懲戒処分を根拠づけるに足りるものであるとともに、国民全体の共同利益を擁護する見地から

科される刑罰を根拠づける違法性を帯びるものであることは、前述のとおりであるから、その禁

止の違反行為に対し懲戒処分のほか罰則を法定することが不合理な措置であるとはいえないの

である。 
……このように、懲戒処分と刑罰とは、その目的、性質、効果を異にする別個の制裁なのであ

るから、前者と後者を同列に置いて比較し、司法判断によつて前者をもつてより制限的でない他

の選びうる手段であると軽々に断定することは、相当ではないというべきである。」 
「政治的行為の定めを人事院規則に委任する国公法一〇二条一項が、公務員の政治的中立性を

損うおそれのある行動類型に属する政治的行為を具体的に定めることを委任するものであるこ

とは、同条項の合理的な解釈により理解しうるところである。そして、そのような政治的行為が、

公務員組織の内部秩序を維持する見地から課される懲戒処分を根拠づけるに足りるものである

とともに、国民全体の共同利益を擁護する見地から科される刑罰を根拠づける違法性を帯びるも

のであることは、すでに述べたとおりであるから、右条項は、それが同法八二条による懲戒処分

及び同法一一〇条一項一九号による刑罰の対象となる政治的行為の定めを一様に委任するもの

であるからといって、そのことの故に、憲法の許容する委任の限度を超えることになるものでは

ない。」 
 

 
全農林警職法事件 

最大判昭和 48年 4月 25日刑集 27巻 4号 547頁 
国家公務員法違反被告事件 

 
〈事件〉 

Y1（中央執行委員長鶴園哲夫）Y2（副中央執行委員長江田虎臣）、Y3（副中央執行委員長中野

優）、Y4（書記長西川恵夫）、Y5（中央執行委員国井豪）らが幹部をしていた全農林労働組合は、

1958（昭和 33）年の警察官職務執行法の改正に反対する統一行動の一環として、同年 10 月 30
日から 11月 2日にかけて、他の中央執行委員約 40名と共謀して、同組合の各県本部等に宛てて
同年 11月 5日の正午出勤を指令し、同日午前 10時ごろから 11時 40分ごろまでの間に農林省玄
関前で行なわれた職場集会で、参加した組合員約 3000 名の職員に対して、職場大会の参加を

慫慂
しょうよう

した。 
Y1～Y5は、この行為が国家公務員法 98 条 5 項（昭和 40 年改正前のもの）の禁止する違法な
争議のあおり行為に該当するとして、同法 110条 1項 17号違反で起訴された。第 1審（東京地
判昭和 38年 4月 19日判時 338号 8頁）では無罪とされたが、控訴審（東京高判昭和 43年 9月
30日判時 547号 12頁）では有罪となったので、Y1～Y5が上告した。 
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〈判旨〉 
上告棄却 
「労働基本権の保障は、憲法二五条のいわゆる生存権の保障を基本理念とし、憲法二七条の勤

労の権利および勤労条件に関する基準の法定の保障と相まつて勤労者の経済的地位の向上を目

的とするものである。このような労働基本権の根本精神に即して考えると、公務員は、私企業の

労働者とは異なり、使用者との合意によつて賃金その他の労働条件が決定される立場にないとは

いえ、勤労者として、自己の労務を提供することにより生活の資を得ているものである点におい

て一般の勤労者と異なるところはないから、憲法二八条の労働基本権の保障は公務員に対しても

及ぶものと解すべきである。ただ、この労働基本権は、右のように、勤労者の経済的地位の向上

のための手段として認められたものであつて、それ自体が目的とされる絶対的なものではないか

ら、おのずから勤労者を含めた国民全体の共同利益の見地からする制約を免れないものであり、

このことは、憲法一三条の規定の趣旨に徴しても疑いのないところである」。 
 「公務員は、私企業の労働者と異なり、国民の信託に基づいて国政を担当する政府により任命

されるものであるが、憲法一五条の示すとおり、実質的には、その使用者は国民全体であり、公

務員の労務提供義務は国民全体に対して負うものである。もとよりこのことだけの理由から公務

員に対して団結権をはじめその他一切の労働基本権を否定することは許されないのであるが、公

務員の地位の特殊性と職務の公共性にかんがみるときは、これを根拠として公務員の労働基本権

に対し必要やむをえない限度の制限を加えることは、十分合理的な理由があるというべきである。

けだし、公務員は、公共の利益のために勤務するものであり、公務の円滑な運営のためには、そ

の担当する職務内容の別なく、それぞれの職場においてその職責を果すことが必要不可缺であつ

て、公務員が争議行為に及ぶことは、その地位の特殊性および職務の公共性と相容れないばかり

でなく、多かれ少なかれ公務の停廃をもたらし、その停廃は勤労者を含めた国民全体の共同利益

に重大な影響を及ぼすか、またはその虞れがあるからである。 
 次に公務員の勤務条件の決定については、私企業における勤労者と異なるものがあることを看

過することはできない。すなわち利潤追求が原則として自由とされる私企業においては、労働者

側の利潤の分配要求の自由も当然に是認せられ、団体を結成して使用者と対等の立場において団

体交渉をなし、賃金その他の労働条件を集団的に決定して協約を結び、もし交渉が妥結しないと

きは同盟罷業等を行なつて解決を図るという憲法二八条の保障する労働基本権の行使が何らの

制約なく許されるのを原則としている。これに反し、公務員の場合は、その給与の財源は国の財

政とも関連して主として税収によつて賄われ、私企業における労働者の利潤の分配要求のごとき

ものとは全く異なり、その勤務条件はすべて政治的、財政的、社会的その他諸般の合理的な配慮

により適当に決定されなければならず、しかもその決定は民主国家のルールに従い、立法府にお

いて論議のうえなされるべきもので、同盟罷業等争議行為の圧力による強制を容認する余地は全

く存しないのである。これを法制に即して見るに、公務員については、憲法自体がその七三条四

号において「法律の定める基準に従ひ、官吏に関する事務を掌理すること」は内閣の事務である

と定め、その給与は法律により定められる給与準則に基づいてなされることを要し、これに基づ

かずにはいかなる金銭または有価物も支給することはできないとされており（国公法六三条一項

参照）、このように公務員の給与をはじめ、その他の勤務条件は、私企業の場合のごとく労使間

の自由な交渉に基づく合意によつて定められるものではなく、原則として、国民の代表者により

構成される国会の制定した法律、予算によつて定められることとなつているのである。その場合、

使用者としての政府にいかなる範囲の決定権を委任するかは、まさに国会みずからが立法をもつ

て定めるべき労働政策の問題である。したがつて、これら公務員の勤務条件の決定に関し、政府

が国会から適法な委任を受けていない事項について、公務員が政府に対し争議行為を行なうこと

は、的はずれであつて正常なものとはいいがたく、もしこのような制度上の制約にもかかわらず

公務員による争議行為が行なわれるならば、使用者としての政府によつては解決できない立法問

題に逢着せざるをえないこととなり、ひいては民主的に行なわれるべき公務員の勤務条件決定の

手続過程を歪曲することともなつて、憲法の基本原則である議会制民主主義（憲法四一条、八三

条等参照）に背馳し、国会の議決権を侵す虞れすらなしとしないのである。 
 さらに、私企業の場合と対比すると、私企業においては、極めて公益性の強い特殊のものを除
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き、一般に使用者にはいわゆる作業所閉鎖（ロツクアウト）をもつて争議行為に対抗する手段が

あるばかりでなく、労働者の過大な要求を容れることは、企業の経営を悪化させ、企業そのもの

の存立を危殆ならしめ、ひいては労働者自身の失業を招くという重大な結果をもたらすこととも

なるのであるから、労働者の要求はおのずからその面よりの制約を免れず、ここにも私企業の労

働者の争議行為と公務員のそれとを一律同様に考えることのできない理由の一が存するのであ

る。また、一般の私企業においては、その提供する製品または役務に対する需給につき、市場か

らの圧力を受けざるをえない関係上、争議行為に対しても、いわゆる市場の抑制力が働くことを

必然とするのに反し、公務員の場合には、そのような市場の機能が作用する余地がないため、公

務員の争議行為は場合によつては一方的に強力な圧力となり、この面からも公務員の勤務条件決

定の手続をゆがめることとなるのである。…… 
 以上のように、公務員の争議行為は、公務員の地位の特殊性と勤労者を含めた国民全体の共同

利益の保障という見地から、一般私企業におけるとは異なる制約に服すべきものとなしうること

は当然であ」る。 
「公務員についても憲法によつてその労働基本権が保障される以上、この保障と国民全体の共

同利益の擁護との間に均衡が保たれることを必要とすることは、憲法の趣意であると解されるの

であるから、その労働基本権を制限するにあたつては、これに代わる相応の措置が講じられなけ

ればならない。そこで、わが法制上の公務員の勤務関係における具体的措置が果して憲法の要請

に添うものかどうかについて検討を加えてみるに、公務員たる職員は、……法定の勤務条件を享

受し、かつ、法律等による身分保障を受けながらも、特殊の公務員を除き、一般に、その勤務条

件の維持改善を図ることを目的として職員団体を結成すること、結成された職員団体に加入し、

または加入しないことの自由を保有し……、さらに、当局は、登録された職員団体から職員の給

与、勤務時間その他の勤務条件に関し、およびこれに付帯して一定の事項に関し、交渉の申入れ

を受けた場合には、これに応ずべき地位に立つ……ものとされているのであるから、私企業にお

けるような団体協約を締結する権利は認められないとはいえ、原則的にはいわゆる交渉権が認め

られており、しかも職員は、右のように、職員団体の構成員であること、これを結成しようとし

たこと、もしくはこれに加入しようとしたことはもとより、その職員団体における正当な行為を

したことのために当局から不利益な取扱いを受けることがなく……、また、職員は、職員団体に

属していないという理由で、交渉事項に関して不満を表明し、あるいは意見を申し出る自由を否

定されないこととされている……）。ただ、職員は、前記のように、その地位の特殊性と職務の

公共性とにかんがみ、……政府が代表する使用者としての公衆に対して同盟罷業、怠業その他の

争議行為または政府の活動能率を低下させる怠業的行為をすることを禁止され、また、何人たる

を問わず、かかる違法な行為を企て、その遂行を共謀し、そそのかし、もしくはあおつてはなら

ないとされている。そしてこの禁止規定に違反した職員は、国に対し国公法その他に基づいて保

有する任命または雇用上の権利を主張できないなど行政上の不利益を受けるのを免れない……。

しかし、その中でも、単にかかる争議行為に参加したにすぎない職員については罰則はなく、争

議行為の遂行を共謀し、そそのかし、もしくはあおり、またはこれらの行為を企てた者について

だけ罰則が設けられているのにとどまるのである……。 
 以上の関係法規から見ると、労働基本権につき前記のような当然の制約を受ける公務員に対し

ても、法は、国民全体の共同利益を維持増進することとの均衡を考慮しつつ、その労働基本権を

尊重し、これに対する制約、とくに罰則を設けることを、最少限度にとどめようとしている態度

をとつているものと解することができる。」 
「このように、その争議行為等が、勤労者をも含めた国民全体の共同利益の保障という見地か

ら制約を受ける公務員に対しても、その生存権保障の趣旨から、法は、これらの制約に見合う代

償措置として身分、任免、服務、給与その他に関する勤務条件についての周到詳密な規定を設け、

さらに中央人事行政機関として準司法機関的性格をもつ人事院を設けている。ことに公務員は、

法律によつて定められる給与準則に基づいて給与を受け、その給与準則には俸給表のほか法定の

事項が規定される等、いわゆる法定された勤務条件を享有しているのであつて、人事院は、公務

員の給与、勤務時間その他の勤務条件について、いわゆる情勢適応の原則により、国会および内

閣に対し勧告または報告を義務づけられている。そして、公務員たる職員は、個別的にまたは職

員団体を通じて俸給、給料その他の勤務条件に関し、人事院に対しいわゆる行政措置要求をし、
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あるいはまた、もし不利益な処分を受けたときは、人事院に対し審査請求をする途も開かれてい

るのである。このように、公務員は、労働基本権に対する制限の代償として、制度上整備された

生存権擁護のための関連措置による保障を受けているのである。」 
「以上に説明したとおり、公務員の従事する職務には公共性がある一方、法律によりその主要

な勤務条件が定められ、身分が保障されているほか、適切な代償措置が講じられているのである

から、国公法九八条五項がかかる公務員の争議行為およびそのあおり行為等を禁止するのは、勤

労者をも含めた国民全体の共同利益の見地からするやむをえない制約というべきであつて、憲法

二八条に違反するものではないといわなければならない。」 
「次に、国公法一一〇条一項一七号は、公務員の争議行為による業務の停廃が広く国民全体の

共同利益に重大な障害をもたらす虞れのあることを考慮し、公務員たると否とを問わず、何人で

あつてもかかる違法な争議行為の原動力または支柱としての役割を演じた場合については、その

ことを理由として罰則を規定しているのである。すなわち、前述のように、公務員の争議行為の

禁止は、憲法に違反することはないのであるから、何人であつても、この禁止を侵す違法な争議

行為をあおる等の行為をする者は、違法な争議行為に対する原動力を与える者として、単なる争

議参加者にくらべて社会的責任が重いのであり、また争議行為の開始ないしはその遂行の原因を

作るものであるから、かかるあおり等の行為者の責任を問い、かつ、違法な争議行為の防遏〔注：

ぼうあつ〕を図るため、その者に対しとくに処罰の必要性を認めて罰則を設けることは、十分に

合理性があるものということができる。したがつて、国公法一一〇条一項一七号は、憲法一八条、

憲法二八条に違反するものとはとうてい考えることができない。」 
 
 
三菱樹脂事件 

最大判昭和 48年 4月 25日刑集 27巻 4号 547頁 
労働契約関係存在確認請求事件 
 

〈事件〉 
X（高野達男）は、入社試験の際に学生運動歴等を秘匿して、東北大学法学部を卒業後、1963

（昭和 38）年 3月 28日、Y（三菱樹脂株式会社）に管理職要員として入社した。ところが、入
社後 3か月の試用期間中に、入社試験の際の身上書への団体加入の有無や学生運動歴等について
の虚偽申告や面接での虚偽回答が判明し、「会社の信頼を著しく裏切るものであり、会社の管理

職要員として不適格である」などとして、試用期間の満了とともに本採用拒否の告知を受けた。

そこで、Xは、その告知を無効として、Yは、雇傭契約上の地位の確認と賃金の支払いを求める
訴えを提起した。 
 第 1審は、Xが在学中に生協の理事等であった点につき若干の説明不足があり、また、学生運
動歴を秘匿していたものの、それについて悪意が認められないことなどを理由に、Yの本採用拒
否は解雇権の濫用にあたるとした（東京地判昭和 42年 7月 17日判時 498号 66頁）。Yはこれを
不服として控訴し、Xも第 1審において棄却された請求部分について控訴した。控訴審では、入
社試験の際に応募者にその政治思想・信条に関係のある事項を申告させることは、公序良俗に反

し違法というべきものであり、したがって、応募者がこれを秘匿しても、不利益を課しえないと

解すべきだから、実質的に解雇と同一の作用を営む本件契約は、労働基準法 3条に違反し無効で
あると判示した（東京高判昭和 43年 6月 12日判時 523号 19頁）。 
 これに対して、Yは、憲法の人権規定は国民相互間の法律関係を規律するものではなく、また、
限られた例外の場合を除き、人権の侵害は当然には私法上の公序良俗違反にはならないと主張し

て、最高裁に上告した。 
 
〈判旨〉 
原判決破棄・差戻し 
「労働者を雇い入れようとする企業者が、労働者に対し、その者の在学中における右のような

団体加入や学生運動参加の事実の有無について申告を求めることは、上告人も主張するように、

その者の従業員としての適格性の判断資料となるべき過去の行動に関する事実を知るためのも

のであつて、直接その思想、信条そのものの開示を求めるものではないが、さればといつて、そ

11 



Seminar Constitutional Law 2005   
Keio University SFC 

の事実がその者の思想、信条と全く関係のないものであるとすることは相当でない。元来、人の

思想、信条とその者の外部的行動との間には密接な関係があり、ことに本件において問題とされ

ている学生運動への参加のごとき行動は、必ずしも常に特定の思想、信条に結びつくものとはい

えないとしても、多くの場合、なんらかの思想、信条とのつながりをもつていることを否定する

ことができないのである。企業者が労働者について過去における学生運動参加の有無を調査する

のは、その者の過去の行動から推して雇入れ後における行動、態度を予測し、その者を採用する

ことが企業の運営上適当かどうかを判断する資料とするためであるが、このような予測自体が、

当該労働者の過去の行動から推測されるその者の気質、性格、道徳観念等のほか、社会的、政治

的思想傾向に基づいてされる場合もあるといわざるをえない。本件において上告人が被上告人の

団体加入や学生運動参加の事実の有無についてした上記調査も、そのような意味では、必ずしも

上告人の主張するように被上告人の政治的思想、信条に全く関係のないものということはできな

い。しかし、そうであるとしても、上告人が被上告人ら入社希望者に対して、これらの事実につ

き申告を求めることが許されないかどうかは、おのずから別個に論定されるべき問題である。」 
「憲法〔19条及び 14条〕は、同法第三章のその他の自由権的基本権の保障規定と同じく、国

または公共団体の統治行動に対して個人の基本的な自由と平等を保障する目的に出たもので、も

つぱら国または公共団体と個人との関係を規律するものであり、私人相互の関係を直接規律する

ことを予定するものではない。このことは、基本的人権なる観念の成立および発展の歴史的沿革

に徴し、かつ、憲法における基本権規定の形式、内容にかんがみても明らかである。……私人間

の関係においては、各人の有する自由と平等の権利自体が具体的場合に相互に矛盾、対立する可

能性があり、このような場合におけるその対立の調整は、近代自由社会においては、原則として

私的自治に委ねられ、ただ、一方の他方に対する侵害の態様、程度が社会的に許容しうる一定の

限界を超える場合にのみ、法がこれに介入しその間の調整をはかるという建前がとられているの

であつて、この点において国または公共団体と個人との関係の場合とはおのずから別個の観点か

らの考慮を必要とし、後者についての憲法上の基本権保障規定をそのまま私人相互間の関係につ

いても適用ないしは類推適用すべきものとすることは、決して当をえた解釈ということはできな

いのである。」 
「私人間の関係においても、相互の社会的力関係の相違から、一方が他方に優越し、事実上後

者が前者の意思に服従せざるをえない場合があり、このような場合に私的自治の名の下に優位者

の支配力を無制限に認めるときは、劣位者の自由や平等を著しく侵害または制限することとなる

おそれがあることは否み難いが、そのためにこのような場合に限り憲法の基本権保障規定の適用

ないしは類推適用を認めるべきであるとする見解もまた、採用することはできない。何となれば、

右のような事実上の支配関係なるものは、その支配力の態様、程度、規模等においてさまざまで

あり、どのような場合にこれを国または公共団体の支配と同視すべきかの判定が困難であるばか

りでなく、一方が権力の法的独占の上に立つて行なわれるものであるのに対し、他方はこのよう

な裏付けないしは基礎を欠く単なる社会的事実としての力の優劣の関係にすぎず、その間に画然

たる性質上の区別が存するからである。すなわち、私的支配関係においては、個人の基本的な自

由や平等に対する具体的な侵害またはそのおそれがあり、その態様、程度が社会的に許容しうる

限度を超えるときは、これに対する立法措置によつてその是正を図ることが可能であるし、また、

場合によつては、私的自治に対する一般的制限規定である民法一条、九〇条や不法行為に関する

諸規定等の適切な運用によつて、一面で私的自治の原則を尊重しながら、他面で社会的許容性の

限度を超える侵害に対し基本的な自由や平等の利益を保護し、その間の適切な調整を図る方途も

存するのである。そしてこの場合、個人の基本的な自由や平等を極めて重要な法益として尊重す

べきことは当然であるが、これを絶対視することも許されず、統治行動の場合と同一の基準や観

念によつてこれを律することができないことは、論をまたないところである。」 
 「憲法は、思想、信条の自由や法の下の平等を保障すると同時に、他方、二二条、二九条等に

おいて、財産権の行使、営業その他広く経済活動の自由をも基本的人権として保障している。そ

れゆえ、企業者は、かような経済活動の一環としてする契約締結の自由を有し、自己の営業のた

めに労働者を雇傭するにあたり、いかなる者を雇い入れるか、いかなる条件でこれを雇うかにつ

いて、法律その他による特別の制限がない限り、原則として自由にこれを決定することができる

のであつて、企業者が特定の思想、信条を有する者をそのゆえをもつて雇い入れることを拒んで
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も、それを当然に違法とすることはできないのである。憲法一四条の規定が私人のこのような行

為を直接禁止するものでないことは前記のとおりであり、また、労働基準法三条は労働者の信条

によつて賃金その他の労働条件につき差別することを禁じているが、これは、雇入れ後における

労働条件についての制限であつて、雇入れそのものを制約する規定ではない。また、思想、信条

を理由とする雇入れの拒否を直ちに民法上の不法行為とすることができないことは明らかであ

り、その他これを公序良俗違反と解すべき根拠も見出すことはできない。 
 ……企業者が雇傭の自由を有し、思想、信条を理由として雇入れを拒んでもこれを目して違法

とすることができない以上、企業者が、労働者の採否決定にあたり、労働者の思想、信条を調査

し、そのためその者からこれに関連する事項についての申告を求めることも、これを法律上禁止

された違法行為とすべき理由はない。もとより、企業者は、一般的には個々の労働者に対して社

会的に優越した地位にあるから、企業者のこの種の行為が労働者の思想、信条の自由に対して影

響を与える可能性がないとはいえないが、法律に別段の定めがない限り、右は企業者の法的に許

された行為と解すべきである。また、企業者において、その雇傭する労働者が当該企業の中でそ

の円滑な運営の妨げとなるような行動、態度に出るおそれのある者でないかどうかに大きな関心

を抱き、そのために採否決定に先立つてその者の性向、思想等の調査を行なうことは、企業にお

ける雇傭関係が、単なる物理的労働力の提供の関係を超えて、一種の継続的な人間関係として相

互信頼を要請するところが少なくなく、わが国におけるようにいわゆる終身雇傭制が行なわれて

いる社会では一層そうであることにかんがみるときは、企業活動としての合理性を欠くものとい

うことはできない。のみならず、本件において問題とされている上告人の調査が、前記のように、

被上告人の思想、信条そのものについてではなく、直接には被上告人の過去の行動についてされ

たものであり、ただその行動が被上告人の思想、信条となんらかの関係があることを否定できな

いような性質のものであるこというにとどまるとすれば、なおさらこのような調査を目して違法

とすることはできないのである。 
 ……原判決が、上告人において、被上告人の採用のための調査にあたり、その思想、信条に関

係のある事項について被上告人から申告を求めたことは法律上許されない違法な行為であると

したのは、法令の解釈、適用を誤つたものといわなければならない。」 
 
 
日産自動車事件 

最判昭和 56年 3月 24日民集 35巻 2号 300頁 
雇傭関係存続確認等請求事件 

 
〈事件〉 

X（中本ミヨ）は、A（富士産業株式会社）の従業員であったが、Aの営業譲渡・合併により、
X の雇用関係は A から Y（日産自動車株式会社）に引き継がれた。A の就業規則では定年は男
女ともに 55歳であったが、Yの就業規則は、男子 55歳、女子 50歳の定年制を定めており、1969
（昭和 44）年 1月 15日に 50歳に達した Xは、同月末日をもって定年退職を命ぜられた（なお、
Yは、1973（昭和 48）年、定年年齢を男子 60歳、女子 55歳に改めた）。そこで、Xは、地位保
全の仮処分を申請したが、第 1審（東京地判昭和 46年 4月 8日判時 693号 92頁）、控訴審（東
京公判昭和 48年 3月 12日判時 698号 31頁）ともに、男女別定年制の合理性を認めて、申請を
斥けた。 

Xほか 8名は、男女別定年制を定める就業規則が民法 90条に違反するなどと主張して、雇用
関係存続の確認を求めて訴訟を提起した。第 1審（東京地判昭和 48年 3月 23日判時 698号 36
頁）、控訴審（東京高判昭和 54年 3月 12日判時 918号 24頁）ともに民法 90条（公序良俗）に
違反し無効であると判示したので、Yが上告した。 
 
〈判旨〉 
上告棄却 
「上告会社の就業規則は男子の定年年齢を六〇歳、女子の定年年齢を五五歳と規定していると

ころ、右の男女別定年制に合理性があるか否かにつき、原審は、上告会社における女子従業員の

担当職種、男女従業員の勤続年数、高齢女子労働者の労働能力、定年制の一般的現状等諸般の事
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情を検討したうえ、上告会社においては、女子従業員の担当職務は相当広範囲にわたつていて、

従業員の努力と上告会社の活用策いかんによつては貢献度を上げうる職種が数多く含まれてお

り、女子従業員各個人の能力等の評価を離れて、その全体を上告会社に対する貢献度の上がらな

い従業員と断定する根拠はないこと、しかも、女子従業員について労働の質量が向上しないのに

実質賃金が上昇するという不均衡が生じていると認めるべき根拠はないこと、少なくとも六〇歳

前後までは、男女とも通常の職務であれば企業経営上要求される職務遂行能力に欠けるところは

なく、各個人の労働能力の差異に応じた取扱がされるのは格別、一律に従業員として不適格とみ

て企業外へ排除するまでの理由はないことなど、上告会社の企業経営上の観点から定年年齢にお

いて女子を差別しなければならない合理的理由は認められない旨認定判断したものであり、右認

定判断は、原判決挙示の証拠関係及びその説示に照らし、正当として是認することができる。そ

うすると、原審の確定した事実関係のもとにおいて、上告会社の就業規則中女子の定年年齢を男

子より低く定めた部分は、専ら女子であることのみを理由として差別したことに帰着するもので

あり、性別のみによる不合理な差別を定めたものとして民法九〇条の規定により無効であると解

するのが相当である（憲法一四条一項、民法一条ノ二参照）。」 
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